
無
期
転
換
ル
ー
ル
と
は
、
同
一

の
使
用
者
（
企
業
）
と
の
間
で
、

有
期
労
働
契
約
が
反
復
更
新
さ
れ

て
通
算
五
年
を
超
え
た
と
き
に
、

有
期
契
約
労
働
者
の
申
込
み
に
よ

り
、
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契

約
（
無
期
労
働
契
約
）
に
転
換
で

き
る
ル
ー
ル
で
す
。

こ
の
通
算
五
年
の
カ
ウ
ン
ト
は
、

平
成
二
十
五
（
二
〇
一
三
）
年
四

月
一
日
以
降
に
開
始
し
た
有
期
労

働
契
約
が
対
象
で
す
。
平
成
二
十

五
（
二
〇
一
三
）
年
三
月
三
十
一

日
以
前
は
含
み
ま
せ
ん
。

例
え
ば
、
契
約
期
間
が
一
年
の

場
合
は
、
五
回
目
の
更
新
後
の
一

年
間
に
無
期
転
換
の
申
込
権
が
発

生
し
ま
す
（
図
１
参
照
）
。

契
約
期
間
が
三
年
の
場
合
は
、

一
回
目
の
更
新
後
の
三
年
間
に
無

期
転
換
の
申
込
権
が
発
生
し
ま
す

（
図
2
参
照
）
。

有
期
契
約
労
働
者
が
無
期
転
換

を
申
し
込
ん
だ
場
合
、
無
期
労
働

契
約
が
成
立
し
、
事
業
主
は
拒
否

す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
無
期

転
換
ル
ー
ル
は
、
企
業
の
規
模
に

か
か
わ
ら
ず
、
全
て
の
企
業
が
対

象
で
す
。

無
期
転
換
の
対
象
者
は
、
労
働

契
約
法
の
適
用
が
除
外
さ
れ
て
い

る
国
家
公
務
員
、
地
方
公
務
員
、

同
居
の
親
族
の
み
を
使
用
す
る
事

業
所
、
無
期
転
換
ル
ー
ル
に
つ
い

て
規
定
す
る
労
働
契
約
法
第
十
八

条
の
適
用
が
除
外
さ
れ
て
い
る
船

員
を
除
い
て
、
通
算
五
年
を
超
え

る
有
期
労
働
契
約
で
働
く
す
べ
て

の
方
で
す
。

有
期
契
約
労
働
者
は
、
一
年
や

月
単
位
の
有
期
労
働
契
約
を
締
結
、

ま
た
は
更
新
し
て
い
る
方
で
あ
り
、

「
契
約
社
員
」
、
「
パ
ー
ト
タ
イ

マ
ー
」
、
「
ア
ル
バ
イ
ト
」
な
ど

で
す
。
各
社
が
独
自
に
位
置
づ
け

て
い
る
雇
用
形
態
（
た
と
え
ば
、

準
社
員
、
パ
ー
ト
ナ
ー
社
員
、
メ

イ
ト
社
員
な
ど
）
の
名
称
は
問
い

ま
せ
ん
。

定
年
後
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
る

嘱
託
社
員
な
ど
も
対
象
と
な
り
ま

す
が
、
“
特
例
の
認
定
”
を
受
け

て
い
る
場
合
は
除
か
れ
ま
す
。

な
お
、
「
派
遣
社
員
」
の
場
合

は
、
派
遣
元
の
企
業
に
無
期
転
換

ル
ー
ル
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
ま

す
。無

期
転
換
ル
ー
ル
の
適
用
は
、

前
述
の
と
お
り
、
通
算
五
年
を
超

え
る
有
期
労
働
契
約
で
働
く
す
べ

て
の
方
が
対
象
に
な
り
ま
す
。

そ
の
た
め
、
定
年
後
引
き
続
き

雇
用
さ
れ
る
嘱
託
社
員
な
ど
も
当

然
に
対
象
と
な
り
、
無
期
転
換
申

込
権
が
発
生
し
ま
す
。

し
か
し
「
専
門
的
知
識
等
を
有

す
る
有
期
雇
用
労
働
者
等
に
関
す

る
特
別
措
置
法
」
（
有
期
雇
用
特

別
措
置
法
）
に
よ
り
、
次
に
該
当

す
る
労
働
者
は
無
期
転
換
申
込
権

が
発
生
し
な
い
特
例
が
設
け
ら
れ

て
い
ま
す
。

①
、
専
門
的
知
識
等
を
有
す
る
有

期
雇
用
労
働
者
（
高
度
専
門
職
）

②
、
定
年
に
達
し
た
後
引
き
続
き

雇
用
さ
れ
る
有
期
雇
用
労
働
者

（
継
続
雇
用
高
齢
者
）

こ
の
特
例
の
適
用
は
、
事
業
主

が
本
社
・
支
店
を
管
轄
す
る
都
道

府
県
労
働
局
へ
認
定
申
請
を
行
い
、

認
定
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

無
期
転
換
申
込
権
の
発
生
後
に

無
期
転
換
の
申
込
み
を
し
た
場
合
、

無
期
労
働
契
約
が
成
立
し
ま
す
。

ま
だ
、
無
期
転
換
申
込
権
が
発

生
す
る
有
期
雇
用
労
働
者
が
い
な

い
た
め
、
就
業
規
則
や
社
内
制
度

等
の
検
討
・
整
備
等
が
進
ん
で
い

な
い
企
業
も
検
討
し
て
お
か
れ
る

と
よ
い
で
し
ょ
う
。
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無
期
転
換
ル
ー
ル
と
は

無
期
転
換
の
対
象
者

“
特
例
の
認
定
”
と
は

整
備
は
早
め
に

（図1）

（図2）



①

保
険
料
率
（
京
都
府
の
場
合
）

の
変
更

全
国
健
康
保
険
協
会
の
保
険
料

率
は
、
一
年
ご
と
に
都
道
府
県
単

位
で
加
入
者
の
医
療
費
に
基
づ
い

て
算
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
た

め
、
疾
病
の
予
防
な
ど
の
取
組
に

よ
り
都
道
府
県
の
医
療
費
が
下
が

れ
ば
、
そ
の
分
都
道
府
県
の
保
険

料
率
も
下
が
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

本
年
三
月
分
か
ら
適
用
さ
れ
る
保

険
料
率
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

・
健
康
保
険
料
率
は
〇
．
〇
一
％

引
き
上
げ
と
な
り
ま
す
。

・
介
護
保
険
料
率
は
〇
．
一
六
引

き
上
げ
と
な
り
ま
す
。

い
ず
れ
も
平
成
三
十
一
年
四
月

納
付
分
か
ら
で
す
。

保
険
料
額
は
、
全
国
健
康
保
険

協
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ

れ
て
い
る
『
健
康
保
険
・
厚
生
年

金
保
険
の
保
険
料
額
表
』
を
参
照

し
て
く
だ
さ
い
。

②

健
康
保
険
任
意
継
続
の
標
準

報
酬
月
額
上
限
の
変
更

健
康
保
険
任
意
継
続
の
方
の
保

険
料
は
、
退
職
時
の
標
準
報
酬
月

額
×
保
険
料
率
に
よ
り
決
定
し
、

退
職
時
の
標
準
報
酬
月
額
が
二
十

八
万
円
を
超
え
て
い
る
場
合
に
は
、

標
準
報
酬
月
額
は
二
十
八
万
円
を

上
限
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
保
険
料
は
、
次
に
該
当

す
る
場
合
を
除
き
、
二
年
間
変
わ

ら
な
い
と
し
て
い
ま
す
。

今
回
、
本
年
四
月
分
か
ら
標
準

報
酬
月
額
の
上
限
が
二
十
八
万
円

か
ら
三
〇
万
円
に
変
更
さ
れ
る
予

定
の
た
め
、
（
イ
）
と
（
ウ
）
の

両
方
に
該
当
す
る
方
は
、
毎
月
の

保
険
料
額
が
次
の
と
お
り
（
い
ず

れ
も
京
都
府
の
場
合
）
に
な
り
ま

す
の
で
、
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

・
介
護
保
険
第
二
号
被
保
険
者
に

該
当
し
な
い
方
：

二
八
〇
五
六
円

三
〇
〇
九
〇
円

（
二
〇
三
四
円
増
）

・
介
護
保
険
第
二
号
被
保
険
者
に

該
当
す
る
方
：

三
二
四
五
二
円

三
五
二
八
〇
円

（
二
八
二
八
円
増
）

十
一
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有

期
事
業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

十
五
日
ま
で

○
所
得
税
の
確
定
申
告
受
付

［
税
務
署
］

四
月
一
日

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］
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今
年
四
月
一
日
か
ら
年
次
有
給

休
暇
の
年
五
日
強
制
付
与
が
ス
タ
ー

ト
し
ま
す
。
該
当
者
の
確
認
は
済

ん
で
い
ま
す
か
。
違
反
時
に
は
三

〇
万
円
以
下
の
罰
金
（
労
基
法
一

二
〇
条
）
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
、

と
の
こ
と
で
す
。

（
ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail：
fujita.office-1@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・075-611-5300
FAX・075-606-1906

〒612-8017
京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-504

編
集
後
記

三
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

Ａ
今年４月１日施行予定の年次有給休暇

の時季指定義務は、労働基準法第３９

条第７項に規定される「有給休暇の日数が１

０労働日以上である労働者」が対象です。

この「有給休暇の日数が１０労働日以上で

ある労働者」とは、基準日（年次有給休暇付

与日）に付与される年次有給休暇の日数が１

０労働日以上である労働者を規定したもので

す。比例付与の対象となる労働者で、今年度

の基準日に付与される年次有給休暇の日数が

１０労働日未満であれば、前年度繰越分の年

次有給休暇を合算して１０労働日以上となっ

ても、「有給休暇の日数が１０労働日以上で

ある労働者」には含みません。

したがって、御社のパート社員は、週３日

勤務での雇用契約が継続し、出勤率8割以上

とした場合、勤続年数５年６か月で１０労働

日を付与した時点から年５日の時期指定義務

対象者となります。

Ｑ
当社には、今年４月で入社１年６ヶ月

となるパート社員が１名います。現在、

年次有給休暇が５日残っています。週３日勤

務で出勤率８割以上あり、４月に年次有給休

暇を６日付与予定です。今年４月１日から年

５日の時季指定をして年次有給休暇を取得さ

せなければいけませんか。

年次有給休暇の時季指定義務

10.02％

健康保険料率（京都府の場合）

10.03％

平成31年3月分

(4月納付分)から現 行

介護保険料率

現 行
平成31年3月分

(4月納付分)から

1.57％ 1.73％

号
被
保
険
者
に
該
当
し
な
く
な
っ

た
場
合

（
イ
）
健
康
保
険
料
率
や
介
護
保

険
料
率
が
変
更
さ
れ
た
場
合

（
ウ
）
標
準
報
酬
月
額
の
上
限

（
二
十
八
万
円
）
が
変
更
さ
れ
た

場
合

（
エ
）
保
険
料
の
異
な
る
都
道
府

県
へ
転
出
し
た
場
合

（
ア
）
任
意
継
続
加
入
中
に
四
十

歳
に
な
り
介
護
保
険
第
二
号
被
保

険
者
に
該
当
し
た
場
合
、
ま
た
は

六
十
五
歳
に
な
り
介
護
保
険
第
二

↓↓


